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大阪市経済戦略局長　様
住所又は事務所所在地




　

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 10(（フ),商号)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 10(リ),又)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 10(ガ),は)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 10(ナ）),名称)





　

  氏名又は代表者氏名




　
	
	
	
	
	
	


大阪市入札参加資格承認番号　
　次の案件にかかる公募型プロポーザルに参加したいので、別紙の資料を添えて申請します。
なお、この申請書及び添付資料の記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。
記

１　案件名称
　　泉布観・旧桜宮公会堂・泉布観地区保存活用計画(仮称)作成支援及び検討調査等業務委託
２　提出資料
□(ｱ)　公募型プロポーザル参加申請書（様式３－１［本様式］）
□(ｲ)　公募型プロポーザル参加申請にかかる誓約書（様式５）
□(ｳ)　平成27年度以降、国庫補助事業で文化庁指導のもと国指定文化財建造物又は国指定史跡の保存活用計画作成支援にかかる契約履行実績（ただし、履行中のものを除く。）を有することがわかる契約書及び業務内容がわかる仕様書等の写し。
□(ｴ)  管理技術者及び主任技術者（兼務可能）に求める下記要件の証明書類
・建築士法に基づく構造設計一級建築士、又は建築士法に基づく一級建築士免許取得後に建築士法施行規則に基づく実務の経験を５年以上有する者（資格証明書類の写し、技術者の経歴書等）
・過去15年間（平成22年度から令和６年度まで）で文化財保護法に規定する重要文化財の建造物（組積造）の耐震補強設計業務において１件以上の実績を有する者（技術者の経歴書等）
□(ｵ)  照査技術者に求める下記要件の証明書類
・文化財建造物修理主任技術者（文化庁主催の当該技術者講習会普通コース又は上級コースの課程を修了した者）（修了証明書類の写し等）
・過去15年間（平成22年度から令和６年度まで）で文化財保護法に規定する重要文化財の建造物（組積造）の耐震補強設計業務において１件以上の実績を有する者（技術者の経歴書等）
□(ｶ)  使用印鑑届（様式６）
□(ｷ)  印鑑証明書【申請時点で発行から３ヵ月以内のもの：原本】
□(ｸ)  事業概要（パンフレット等事業者の業務内容がわかるもの）
□(ｹ)  履歴事項全部証明書（その他の団体等で法人登記がない場合は、定款その他の規約）
【申請時点で発行から３ヵ月以内のもの：写し可】
□(ｺ)  直近１ヵ年分の本店所在地の市町村民税（東京都の場合は法人都民税）の納税証明書【申請時点で発行から３ヵ月以内のもの：写し可】
□(ｻ)  消費税及び地方消費税の納税証明書（納税証明書その３（その３の２、その３の３でも可））【申請時点で発行から３ヵ月以内のもの：写し可】
□(ｼ)  直近１ヵ年分の貸借対照表及び損益計算書（写し）
　　ただし、会社設立１年未満のため当該資料がない等の場合は、その旨を記載した理由書（様式自由）
· (ｺ)及び(ｻ)は、「未納の額が無いことがわかるもの」であること。ただし、会社設立１年未満のため納税証明書が発行されない等の場合は、その旨を記載した理由書（様式自由）を提出すること。
· (ｶ)～(ｼ)は、参加申請時点において、本市入札参加有資格者名簿に登録のある者については省略できるものとする（様式３－１に承認番号を記載すること）。
３　連絡先

所属部署名　　


　　　　氏　名　　　
　　


電話番号　　


　　　　ＦＡＸ番号　　



E-mail　　



